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Ⅰ．法人運営事業 

１．監査の実施（令和２年５月１９日） 

     （監査事項） 

・２０１９年度事業報告（案）について                         

・２０１９年度決算報告書（案）について 

 

２．理事会の開催 

第２９回理事会（令和２年５月２９日） 

（議 案） 

  ・２０１９年度事業報告（案）について 

  ・公益事業基金の積み増しについて 

・２０１９年度決算報告書（案）について 

・助成事業の決定について 

・定款の変更について 

・「役員及び評議員の報酬等並びに費用に関する規程」の変更について 

・理事の選任について 

・第９回定時評議員会の招集について 

 

第３０回理事会（令和２年６月１９日） 

（議 案） 

 ・寺田亮一を理事長（代表理事）に選定 

 ・森井輝昭を常務理事に選定 

・評議員候補者 7名と監事候補者１名を評議員会に上程 

 

 第３１回理事会（令和２年１０月２９日） 

（報告事項） 

  ・２０２０年度 4月～10月事業報告及び執行報告 

  ・２０２０年度予算に対する実績（上半期経過の概要） 

・２０２０年度助成金の有効活用について（対応） 

      

 第３２回理事会（令和３年３月２４日） 

（議 案） 

 ・社会福祉関係者に係る研修・研究事業に対する助成の決定について 

 ・助成事業の決定について 

 ・社会福祉に関する諸活動に対する支援及び助成の決定について 



 ・２０２１年度事業計画（案）について 

・２０２１年度予算（案）について 

・役員賠償責任保険の締結について 

     （報告事項） 

       ・２０２０年度下期 業務執行報告及び事業報告 

 

３．評議員会の開催 

第９回定時評議員会（令和２年６月１２日） 

（議案） 

  ・２０１９年度決算報告書（案）について 

  ・評議員の選任について 

  ・監事の選任について 

  ・理事の選任について 

  ・定款の改正（案）について 

  ・規程の一部改正（案）について 

  （報告事項） 

         ・２０１９年度事業報告 

  Ⅱ．社会福祉助成・支援事業 

１． 社会福祉関係者に係る研修・研究事業に対する助成 

 

（１）２０２０年度社会福祉助成金 

① 公募助成事業（第２８回理事会：令和 2年３月１９日決定） 

        ア、助成件数：５２件 

        イ、助成金額：１，７２０万円 

 

  （２）２０２１年度『社会福祉助成事業実施要綱』の告知 

① 日社済ホームページ更新（９月１日） 

             ② Welfare６７号（9/１号）の作成・配布(9月) 

③ 全国社会福祉協議会のホームページ(１０月) 

④ 東京都・大阪府・岩手県社会福祉協議会のホームページ（９～１０月） 

⑤ 広報誌への掲載等（東京都社協＆大阪府社協ほか）（９月～１０月） 

⑥ 福祉新聞（１０月５日号）への掲載 

 

 

 



２． 社会福祉に関する諸活動に対する支援及び助成 

 

（１）アジア福祉助成 

   全国社会福祉協議会と連携して、全社協福祉研修の修了生が帰国後実施

する福祉事業へ助成し、日本とアジア諸国の福祉交流の醸成と福祉向上を

図る。 

① 開発促進ボランティア協会（タイ）                   ３０万円 

② アンチ・トラフィック（人身売買等防止）連盟（タイ）        ２９.３万円 

③ モンフォート青年研修センター（マレーシア）             ３０万円 

④ サハラサラナ社会福祉財団（スリランカ）              ２６.５万円 

⑤ サウダラ・セジワ財団（インドネシア）                  ３０万円 

                                          合計 １４５．８万円 

（２）東北復興車いす支援 

  三陸復興車いす支援活動（現地整備活動）の休止 

『空飛ぶ車いす、東北に行く‼』＝車いすの回収、修理、寄贈活動）は、 

   震災発生から令和元年まで毎年ゴールデンウィーク期間に続けて実施し

ていたが、第１０回目の予定であった令和２年はコロナ禍により残念ながら

活動を休止とした。 

 

３． アジア等の障害者への車いす修繕・寄贈事業等に対する支援・助成 

 

（１）車いす修理ボランティア活動への支援 

 ① 車いすタイヤの購入支援 

     ノーパンクタイヤの一括購入 

（台湾：赤陽工業有限公司、日本：曽我商会） 

         ② 国内修理講習会の開催支援 

          修理技術の向上と修理活動の促進のための支援 

         ◇岩手県 車いすフレンズ整備技術講習会 

  コロナウイルス感染防止対策により今年は合同での開催はなし。ただ 

し希望した高校に個別巡回をして修理指導を行った（6校を訪問し修

理指導済） 

・参加者 県社協の担当者、新潟医療福祉大学 OB、東日本福祉機器

商会、岩手県内の該当高校 

  ・活  動 車いす修理、整備（タイヤ交換、ベアリング交換、錆落とし 

他） 

 



◇秋田県 「あきた県車いすリサイクリングセミナー」 

コロナウイルス感染防止対策により本年度開催はなし。それに代えて

新潟医療福祉大学の協力の下、車いす修理マニュアルをアップデー

トし、ユーチューブにて閲覧可能にした。 

 ◇合同修理大会 （茨城県下妻市） 

・期 日 令和 2年 10月 3日 

・参加者 神奈川工科大学生と OB、新潟医療福祉大学 OB他、計９名 

・活 動 車いすの点検、修理、整備等 

③ 海外修理講習会の開催支援 

   コロナウイルス感染防止対策により本年度開催はなし。 

    参考 ： ２０１９年に海外修理講習会に参加した 2校（栃木工業高校と 

神戸科学技術高校）によるオンライン交流会が２０２０年 8月 28日（金） 

に実施され、お互いに 2019年タイ王国での活動報告等が行われた。 

この報告会に日社済も参加した。今年は行けなかったが、来年はまた 

タイ王国を訪問し修理講習会を実施したいとの意思表示がなされた。 

 

    （２）車いす輸送支援 

①  車いすの海外輸送実績 

2020年４月～３月輸送実績 ：１８２台 

       コロナウイルス問題により個人旅行者の渡航ボランティア活動が一件・ 

      ３台（ネパール）しかなかった。 

   ・旅行者等のボランティア（ネパール）    ：   ３台 

 ・コンテナ船輸送(タイ、スリランカ)       ： １７９台 

「４月：タイへ１２０台、8月：スリランカへ５９台」 

 

② 車いすの国内配送・海外輸送支援 

ア、国内配送費の支援（修理学校⇔空港間など） 

      国内配送の協力依頼 ⇒ 日通航空へ特別料金の適用 

イ、 海外輸送費の支援 

   コンテナ船輸送費用負担 

 

(3)書損じはがき収集の促進 

  ① 都道府県・指定都市・市区町村社協への広報 

（ウェルフェア 67号に掲載） 

② 本会ホームページによる広報展開 

 



４．広報事業 

（１）ホームページによる情報公開、更新 

① ２０２０年度公募助成団体一覧掲載（4月） 

② ２０１９年度決算公告用資料の公開（６月） 

③ ２０２１年度社会福祉助成事業・実施要綱の公開（９月） 

④ ２０１９年度助成事業成果レポートの公開（１０月） 

     （２）広報誌の発行 

ウェルフェア 67号（日社済ニュース 2020年９月 1日号） 

①  「２０２０年度社会福祉助成金交付団体」「アジア福祉助成団体」決定 

②  「２０２１年度社会福祉助成事業実施要綱」 

③ くっきり！福祉の未来～日社済助成事業成果報告～ 

     ・社会福祉法人 いのちの電話 

・社会福祉法人 甲府市社会福祉協議会 

   ・一般社団法人 サスティナブル・サポート 

・双子・三つ子サークル グリーンピース 

④ 福祉の共済コーナー 

    ジブラルタ生命の社会貢献活動 

＊ウェルフェア 67号（日社済ニュース）の配布先 

  ア 県・指定都市及び市区町村社会福祉協議会（約 1,800か所・各 1冊）  

イ 助成団体等の関係者他（約２５か所・各 1冊） 

ウ ジブラルタ生命 （各営業組織へ・合計 500冊） 

 

Ⅲ．社会福祉関係者の共済に係る事業 

１．団体保険料収納事業 

   ジブラルタ生命保険株式会社と提携して、社会福祉法人などの福祉関係法 

人、社会福祉施設及び関係団体に勤務する役職員、構成員及びその家族 

を対象に『団体扱個人保険』を取扱い、日社済『福祉の共済事業』として位 

置づけ、保険料収納事業を実施。   

２．会員施設サービス事業 

      ライフサポートクラブ 

       会員施設の役職員とその家族に福利厚生サービスを会員価格で利用でき

る制度を提供。  

Ⅳ．付属明細について 

「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第３４条第３項に規 

定する付属明細書は「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しないの 

で作成しない。 


